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(57)【要約】
　キャリブレーション工程等のための事前の脳波計測を
必要としないで、迅速で、かつ正確に、脳波を解析して
意思決定を解読する意思解読装置、解読方法、脳内意思
決定解読結果を用いた意思伝達支援装置、意思伝達支援
システム及びプログラムを提供する。脳波を解析して意
思を解読する意思解読装置であって、複数の刺激事象に
対応する事象関連電位の脳波データについて、前記複数
の刺激事象のうちの任意の１刺激事象とその他の刺激事
象とをクラス分けして分散を調べる処理を、全ての刺激
事象に対して行い、前記分散が最も大きくなるクラス分
けを特定して該クラス分けにおける前記１刺激事象を前
記意思と特定する。また、意思伝達支援装置は、意思解
読装置の解読結果を提示する提示部を備える。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　脳波を解析して意思を解読する意思解読装置であって、
　複数の刺激事象に対応する事象関連電位の脳波データについて、前記複数の刺激事象の
うちの任意の１刺激事象とその他の刺激事象とをクラス分けして分散を調べる処理を、全
ての刺激事象に対して行い、前記分散が最も大きくなるクラス分けを特定して該クラス分
けにおける前記１刺激事象を前記意思と特定することを特徴とする意思解読装置。
【請求項２】
　前記処理は、前記複数の刺激事象のうちの１つの刺激事象とその他の刺激事象とを判別
する判別関数の判別モデル式を求めて前記１つの刺激事象の判別得点を算出する処理であ
り、
　得られた判別得点の値に基づき、前記分散が最も大きくなる刺激事象のクラス分けを特
定することを特徴とする請求項１記載の意思解読装置。
【請求項３】
　請求項１又は２記載の意思解読装置の解読結果を提示する提示部を備えることを特徴と
する意思伝達支援装置。
【請求項４】
　刺激事象を提示する刺激事象提示装置と、脳波計と、該脳波計からの脳波データを処理
する処理装置と、処理結果の提示装置とを、備える意思伝達支援システムであって、
　前記刺激事象提示装置は、複数の刺激事象を、それぞれ１回以上提示し、
　前記脳波計は、該刺激事象提示装置による刺激事象提示直後の脳波を計測し、
　前記処理装置は、複数の刺激事象に対応する事象関連電位の脳波データについて、前記
複数の刺激事象のうちの任意の１刺激事象とその他の刺激事象とをクラス分けして分散を
調べる処理を、全ての刺激事象に対して行い、前記分散が最も大きくなるクラス分けを特
定して該クラス分けにおける前記１刺激事象を前記意思と特定し、
　前記提示装置は処理結果を提示することを特徴とする意思伝達支援システム。
【請求項５】
　脳波を解析して意思を解読する意思解読方法であって、
　複数の刺激事象に対応する事象関連電位の脳波データについて、前記複数の刺激事象の
うちの任意の１刺激事象とその他の刺激事象とをクラス分けして分散を調べる処理を、全
ての刺激事象に対して行い、前記分散が最も大きくなるクラス分けを特定して該クラス分
けにおける前記１刺激事象を前記意思と特定することを特徴とする意思解読方法。
【請求項６】
　コンピューターを、
　複数の刺激事象を、それぞれ１回以上提示する刺激事象提示手段と、
　複数の刺激事象に対応する事象関連電位の脳波データについて、前記複数の刺激事象の
うちの任意の１刺激事象とその他の刺激事象とをクラス分けして分散を調べる処理を、全
ての刺激事象に対して行い、前記分散が最も大きくなるクラス分けを特定して該クラス分
けにおける前記１刺激事象を前記意思と特定する処理手段と、
　特定された前記１刺激事象を提示する提示手段として機能させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、脳波を解析して意思決定を解読する解読装置、意思解読方法、該意思決定解
読結果を用いた意思伝達支援装置、意思伝達支援システム、及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、人の思考や行動と脳活動との関係性について様々な研究がなされ、脳活動などの
生体信号に着目して外部機器を制御したり、他者に意思を伝達したりするＢｒａｉｎ－Ｍ
ａｃｈｉｎｅ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ（ＢＭＩ）技術が注目されている。
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【０００３】
　本発明者は、仮想意思決定関数を提案し、その計算方法を示した（非特許文献１参照）
。非特許文献１では、サルの単一ニューロン活動を例にとって神経活動から二者択一の行
動予測方法を示した。
【０００４】
　また、本発明者は、脳活動の解析により意思を伝達できる意思伝達支援装置及び方法を
提案した（特許文献１、２参照）。特許文献１、２の技術により、例えば、発話や書字の
困難な運動障がい者、手足等による各種機器の入力操作が困難な重度の運動障がい者のた
めに、意思伝達を支援できる。
【０００５】
　また、本発明者は、健常者を含めた一般の被験者を対象として、脳波解析により脳内情
報表現を地図的に示す手法を提案した（特許文献３参照）。また、本発明者は、脳波解析
により、調査対象物を序列化する装置及び方法を提案した（特許文献４参照）。また、本
発明者は、脳波解析により、被験者の認知機能を評価する装置及び方法を提案した（特許
文献５参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１２－０５３６５６号公報
【特許文献２】特開２０１２－０７３３２９号公報
【特許文献３】特開２０１０－２７４０３５号公報
【特許文献４】特開２０１３－１７８６０１号公報
【特許文献５】国際公開２０１５／１１１３３１
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】長谷川良平他「Single trial-based prediction of a go/no-go decisi
on in monkey superior colliculus」Neural Networks 19(2006)1223－1232
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　脳卒中や神経難病の主症状である運動機能障害は、日常生活動作だけでなく、家族や介
護者への意思伝達をも困難にする。そのため、残存運動機能に着目する従来の支援技術で
は、症状が全身に及ぶ重度の運動機能障がい者に対しては、有効でないことが多い。
【０００９】
　また、脳波データを解析することにより、脳内における意思決定を解読するために、高
速で高精度で解読できることが望まれている。本発明者は、重度の運動機能障がい者のコ
ミュニケーション支援を目指し、脳と機械を直結するＢＭＩ技術として、特に頭皮上で計
測される脳波に基づく意思伝達装置技術（「ニューロコミュニケーター」とも呼ぶ。）の
提案をしてきた（特許文献１、２、３等参照）。ニューロコミュニケーターは、ユーザー
の選択的注意を反映する事象関連電位に着目した脳内意思解読によって、パソコン画面上
に表示された複数の絵カードのうちから１つ（標的）を選び、関連したメッセージを表出
可能なシステムである。これまでの提案では、コンパクトな無線脳波計や樹脂製ヘッドギ
アを用いて高品質な脳波データを簡便に計測できることや、提案したアルゴリズムで高速
・高精度で脳波から標的を解読できることを示した。
【００１０】
　上述のニューロコミュニケーターを利用する前提として、各ユーザーに独特の脳波パタ
ーン（標的か非標的かによって異なる事象関連電位の時系列データ）を線形判別分析など
のパターン識別手法によって解読するために、予測モデル式の重みづけ係数の値を最適化
するためのデータ収集（以下「キャリブレーション」とも呼ぶ。）のプロセスが不可欠で
あった。
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【００１１】
　図６は、教師信号を必要とする従来の脳波解読の手順を説明する図である。図６に示す
ように、次のステップ（１）（２）（３）で脳波解読を行う。図６は刺激事象が８個の場
合の例で説明した図である。
【００１２】
（１）　教師信号の有るデータを取得する工程。
　複数の刺激事象のうちの１つを「標的」として被験者に指示しておき、複数の刺激事象
を提示し、刺激事象に対する被験者の脳の反応として、脳波を計測する。図中（１）のよ
うに、刺激事象ＩＤ１～８に対して、ＩＤ１が「標的」、それ以外は「非標的」として被
験者が反応した脳波データ、ＩＤ２が「標的」、それ以外は「非標的」として被験者が反
応した脳波データ、以下同様の脳波データを取得する。取得した脳波データは、指示され
た標的に対して被験者が標的として選択した際の脳波データと、指示された標的以外に対
して被験者が示した脳波データとからなる。全ての刺激事象に対して「標的」と指示して
、脳波データを取得する。該脳波データを、教師信号の有る脳波データとして使用する。
【００１３】
（２）　１種類のモデル式を作成する工程。
　（１）で取得した教師信号の有る脳波データから、図中（２）で示すような判別モデル
式（「判別関数」とも呼ぶ。）を作成する。脳波データは、刺激事象毎に、標的の場合の
脳波データと、非標的の場合の脳波データとで、電極位置によるチャンネルや刺激後の経
過時間によって異なっている。各チャンネルと刺激後の経過時間に応じて、判別分析の重
み係数を求めることができる。図中、判別モデル式は、判別得点が正のとき第１クラス（
標的）、負のとき第２クラス（非標的）に分ける判別関数である。ｙは判別得点である。
【００１４】
（３）　教師信号の無い新規データを解読する工程。
　被験者に対して、標的を指示しないで、複数の刺激事象を提示して被験者の脳波を計測
する。得られた、教師信号の無い脳波データについて、（２）で求めた判別モデル式を用
いて、各刺激事象毎の判別得点を算出する。算出される判別得点のうちで、最大の判別得
点を示す刺激事象を、刺激事象が脳内で意思決定された刺激事象であると、決定する。よ
り解読の精度をあげるために、判別得点として、同じ刺激事象に対する累積した判別得点
で実施する。
【００１５】
　上述の工程（１）（２）はキャリブレーション工程である。キャリブレーション工程で
は、「システム側の指定する任意の絵カードを標的、それ以外の絵カードを非標的とする
条件」をユーザーに提示し、その条件で各絵カードに対する事象関連電位を取得する。つ
まり、各脳波データが、標的に対するものか、非標的に対するものかの「教師信号」が存
在する条件で、判別モデル式が１種類、生成されるのである。なお、システムからの指示
で、絵カードに依存しないタグ付けを行うためにキャリブレーション途中で標的の絵カー
ドを変更する場合があるが、その場合もシステム側の定義に応じて教師信号の内容（標的
かどうか）が決定される。
【００１６】
　キャリブレーションの具体例を説明する。キャリブレーション工程では、キャリブレー
ション後の意思解読の実施工程と同様の、画面に表示される複数の絵カード（例えば８種
類の絵カード）を刺激対象として用いる。従来の手法では、被験者に対して、特定の絵カ
ードを「標的」と指示した後、絵カードを順次提示する。絵カードは１種類ずつ、擬似ラ
ンダムで提示する。絵カード１種類ずつを擬似ランダムで１度ずつ提示する単位を「ブロ
ック」と呼ぶ。ブロックを複数回繰り返す。同一の標的に対する刺激提示の繰り返しを「
１ゲーム」と呼ぶ。通常、各ゲームの開始後、ユーザーは標的の提示回数を頭の中でカウ
ントする作業を行う。これは標的に対する注意を促すためであるが、標的かどうかという
観点からユーザーの注意が絵カードに対する維持される限り、必ずしもカウントは必要で
はない。指示した標的を提示した直後の脳波データであるか、それ以外の非標的の提示直
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後の脳波データであるか、が区別されている脳波データを、「教師信号付き脳波データ」
という。判別モデル式作成のために教師信号付き脳波データを用いる場合には、キャリブ
レーションのために数ゲームを実施する。各ゲームでは、実験者（システム側）が例えば
８種類の絵カードのうち、１種類を標的と定義し、被験者（ユーザー側）に教示する。こ
れにより自動的にそれ以外の７種類は非標的となる。数ゲーム分の刺激提示によって、判
別モデル式の項目数との関係（項目数の多さに比例して必要なデータ数が増える）で十分
なデータを取得後、判別モデル式の重みづけ係数を最適化する。通常、判別モデル式の出
力が標的に対して正の値に、非標的に対して負の値になるように設定する。この一連の作
業によって生成された判別モデル式を用いることにより、その後の（教師信号の無い）新
規データに対する解読が可能となる。
【００１７】
　キャリブレーションを予め行っておくことによって、キャリブレーション後の意思解読
の実施工程で、ユーザーが標的を任意に選んだ時の脳波データのセット（教師信号が存在
しない）に対しても、どの絵カードが標的であったのかが推定できることになる。
【００１８】
　しかしながら、このようなモデル生成のためのキャリブレーションは、重度患者にとっ
ては体力を消耗する余分なプロセスであり、このプロセスを省略できる手法の可能性を本
発明者は検討してきた。
【００１９】
　以上のように、従来の脳波解析による意思解読技術では、判別分析関数（判別モデル式
）を作成するための脳波計測を必要とし、該計測により取得した脳波データに基づいて判
別モデルを作成する工程（キャリブレーション工程）を必要としたので、脳波データの取
得やそれに基づく判別モデル作成処理に、時間を要するという問題がある。一方、キャリ
ブレーションのための脳波データを準備しないと、判別モデル式を作成することができな
いという問題がある。また、キャリブレーション工程を前提としないと、正確な脳内意思
決定を解読できないという問題がある。
【００２０】
　本発明は、これらの問題を解決しようとするものであり、事前の準備工程を必要としな
いで迅速で、かつ正確に、脳波を解析して意思決定を解読する解読装置、解読方法、解読
システム、プログラム、並びに脳内意思決定解読結果を用いた意思伝達支援装置、意思伝
達支援方法、意思伝達支援システム及びプログラムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明は、前記目的を達成するために、以下の特徴を有する。
（１）　本発明は、脳波を解析して意思を解読する意思解読装置であって、複数の刺激事
象に対応する事象関連電位の脳波データについて、前記複数の刺激事象のうちの任意の１
刺激事象とその他の刺激事象とをクラス分けして分散を調べる処理を、全ての刺激事象に
対して行い、前記分散が最も大きくなるクラス分けを特定して該クラス分けにおける前記
１刺激事象を前記意思と特定することを特徴とする。
（２）　前記（１）において、前記処理は、前記複数の刺激事象のうちの１つの刺激事象
とその他の刺激事象とを判別する判別関数の判別モデル式を求めて前記１つの刺激事象の
判別得点を算出する処理であり、得られた判別得点の値に基づき、前記分散が最も大きく
なる刺激事象のクラス分けを特定することを特徴とする。
（３）　本発明は、意思伝達支援装置であって、前記（１）又は（２）記載の意思解読装
置の解読結果を提示する提示部を備えることを特徴とする。
（４）　本発明は、刺激事象を提示する刺激事象提示装置と、脳波計と、該脳波計からの
脳波データを処理する処理装置と、処理結果の提示装置とを、備える意思伝達支援システ
ムであって、前記刺激事象提示装置は、複数の刺激事象を、それぞれ１回以上提示し、前
記脳波計は、該刺激事象提示装置による刺激事象提示直後の脳波を計測し、前記処理装置
は、複数の刺激事象に対応する事象関連電位の脳波データについて、前記複数の刺激事象
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のうちの任意の１刺激事象とその他の刺激事象とをクラス分けして分散を調べる処理を、
全ての刺激事象に対して行い、前記分散が最も大きくなるクラス分けを特定して該クラス
分けにおける前記１刺激事象を前記意思と特定し、前記提示装置は処理結果を提示するこ
とを特徴とする。
（５）　本発明は、脳波を解析して意思を解読する意思解読方法であって、複数の刺激事
象に対応する事象関連電位の脳波データについて、前記複数の刺激事象のうちの任意の１
刺激事象とその他の刺激事象とをクラス分けして分散を調べる処理を、全ての刺激事象に
対して行い、前記分散が最も大きくなるクラス分けを特定して該クラス分けにおける前記
１刺激事象を前記意思と特定することを特徴とする。
（６）　本発明は、プログラムであって、コンピューターを、複数の刺激事象を、それぞ
れ１回以上提示する刺激事象提示手段と、複数の刺激事象に対応する事象関連電位の脳波
データについて、前記複数の刺激事象のうちの任意の１刺激事象とその他の刺激事象とを
クラス分けして分散を調べる処理を、全ての刺激事象に対して行い、前記分散が最も大き
くなるクラス分けを特定して該クラス分けにおける前記１刺激事象を前記意思と特定する
処理手段と、特定された前記１刺激事象を提示する提示手段として機能させるためのプロ
グラムである。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明により、脳内意思決定解読のための事前の準備を必要としないで、脳波を解析す
ることが可能になる。本発明により、脳内で意思決定される内容を、迅速にかつ高精度で
解読できる。また、本発明の意思決定解読による解読結果を種々の手段により提示するこ
とにより、介助者等の第三者に意思伝達をすることが可能となる。
【００２３】
　本発明は、健常者は勿論、運動障がい者等に対して、有効である。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の実施形態の、教師信号が必要ない脳波解読手順を説明する図。
【図２】本発明の実施形態の脳波解読装置を説明する図。
【図３】本発明の実施形態の、脳波解読方法における認知課題の刺激提示を、時間経過と
共に表示し、かつ各刺激提示に対する脳波の反応の相違を説明する図。
【図４】本発明の実施形態における、脳波データに対して、標的と想定した刺激がＩＤ２
又はＩＤ５の場合の、全刺激に対する累積判別得点を求めた例を説明する図。
【図５】本発明の実施形態における、脳波データに対して、標的と想定した刺激がＩＤ１
～８の場合の、標的刺激の累積判別得点を求めた例を説明する図。
【図６】従来の、教師信号を必要とする脳波解読手順を説明する図。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　本発明の実施形態について以下説明する。
【００２６】
　本発明は、教師信号を必要としない脳波解読を行うものである。本発明の、教師信号が
存在しない条件での脳波解読の原理について説明する。キャリブレーションを行わないに
も関わらず、どの刺激が標的であるかを解読できる原理は、「標的刺激と関連した脳波デ
ータのクラスは、残り全ての非標的刺激と関連した脳波データのクラスの特徴と著しく異
なるために、この組み合わせでクラス分けを行い特徴量の分散を調べた時の方が、他のど
の組み合わせのクラス分けを行い特徴量の分散を調べたときよりも大きくなるはず」とい
う仮説に基づく。この仮説に基づけば、標的と想定した刺激が本当に標的だった場合に、
計測された脳波データに対する判別得点が他の場合に比べて高い傾向にあるはずである。
なお、標的に与えられる判別得点の高さ以外にも、非標的となる残りの刺激の判別得点の
平均値の低さに着目した解読、もしくは標的の判別得点の高さと非標的の判別得点の平均
値の低さの両方に着目した解読を行うことも可能である。本願で用いる多変量解析では、
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脳波データを解析して、その脳波データの特徴量の分散を調べるために、脳波データに例
えば判別分析を行って判別得点の分散を調べた。
【００２７】
　本発明では、複数の刺激に対する脳波データから、複数の刺激のうちいずれの刺激が「
脳内で意思決定が行われた場合の決定対象の刺激」であるかどうかを判別する。そのため
に、脳波データを、判別分析による判別得点により、「脳内で意思決定が行われた場合の
決定対象の刺激」（例えば、判別得点が大）と「脳内で意思決定が行われた場合の決定対
象の刺激以外の刺激」（例えば、判別得点が小）の２つの群に判別する。ここで、本発明
では、例えば、判別モデル式を予め作成しておくのではなく、複数の刺激事象のうちの全
てについて、刺激事象が脳内で意思決定された刺激事象と想定したときの他の刺激事象と
判別するための判別モデル式を作成し、該判別モデル式により算出される判別得点のうち
で、最大の判別得点を示す刺激事象を、脳内で意思決定された刺激事象であると、決定し
ようとするものである。
【００２８】
　図１は、本発明の脳内意思決定を解読するための、脳波解読を説明する概略図である。
本発明の実施形態では、図１に示すように、次のステップ（１）（２）（３）（４）で脳
波による脳内意思決定を解読する。図１は、刺激事象が８個の場合の例である。
【００２９】
（１）　標的がどの刺激であるか不明のデータを計測する工程。
　被験者に対して、標的を指示しないで、複数の刺激事象を提示して、刺激事象の提示に
対する被験者の脳波を計測する。
【００３０】
（２）　各刺激を標的と想定して複数の判別モデル式を生成する工程。
　（１）で取得した、教師信号の無い脳波データから、図中（２）で示すように、判別モ
デル式を作成する。作成する方法は、従来と同じであるが、本実施形態では、教師信号が
無いので、次のように各刺激を標的と想定して複数のモデル式を生成する。前記教師信号
の無い脳波データを用いて、ＩＤ１を標的と想定し、それ以外は非標的として、判別モデ
ル式（ＩＤ１標的想定）を作成する。前記教師信号の無い脳波データを用いて、ＩＤ２を
標的と想定し、それ以外は非標的として、判別モデル式（ＩＤ２標的想定）を作成する。
同様にして、判別モデル式（ＩＤ３標的想定）、・・・判別モデル式（ＩＤ８標的想定）
と、８種類の判別モデル式を作成する。ここで、図中では簡略的に、判別得点ｙの式を同
じに記載しているが、各脳波データに対する重みづけ係数ｗｉと定数項ｃは、各判別式で
異なるものである。なお、ｙの式において、ｘはあるチャネルのある時点における脳波デ
ータ（電圧）の値である。ｘの種類はチャンネル数（被験者の頭部の頭皮上の複数の測定
箇所における脳波データを得るので、測定箇所の数に応じたチャンネル数）とデータポイ
ント（各刺激後の各時間窓）を掛け合わせた種類（ｎ）が存在する。
【００３１】
（３）　各モデル式が算出する、標的に対する累積判別得点を、比較する工程。
　（１）で取得した、教師信号の無い脳波データについて、（２）で求めた判別モデル式
（ＩＤ１標的想定）を用いて、各刺激事象毎の判別得点を算出する。算出される判別得点
のうちで、最大の判別得点（以下「最大判別得点（判別モデル式（ＩＤ１標的想定））」
と呼ぶ。）を示す刺激事象は、当然、標的と想定したＩＤ１である。同様に、（１）で取
得した、教師信号の無い脳波データについて、（２）で求めた判別モデル式（ＩＤ２標的
想定）を用いて、各刺激事象毎の判別得点を算出する。算出される判別得点のうちで、最
大の判別得点（以下「最大判別得点（判別モデル式（ＩＤ２標的想定））」と呼ぶ。）を
示す刺激事象は、当然、標的と想定したＩＤ２である。以下同様にして、各判別モデル式
（ＩＤ３～ＩＤ８標的想定）を用いて、最大判別得点（判別モデル式（ＩＤ３～ＩＤ８標
的想定））を求める。なお、より解読の精度をあげるために、判別得点として、同じ刺激
事象に対する累積した判別得点で実施する。得られた最大判別得点（判別モデル式（ＩＤ
１～ＩＤ８標的想定））は、図中に、累積判別得点として、２５、１２、３８、・・２１
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と図示されている。累積判別得点を比較する。
【００３２】
　前記（２）と（３）の工程が、複数の刺激事象に対応する事象関連電位の脳波データに
ついて、前記複数の刺激事象のうちの任意の１刺激事象とその他の刺激事象とをクラス分
けして特徴量の分散を調べる処理を、全ての刺激事象に対して行う工程である。
【００３３】
（４）　判別得点が最大となる判別モデル式を提供した刺激事象がどれかを特定する工程
。
　（３）で求めた最大判別得点（判別モデル式（ＩＤ１～ＩＤ８標的想定））のうち、最
大となる判別モデル式を提供した刺激事象が、ＩＤ１～ＩＤ８のうちのどれであるかを特
定する。図１の例では、累積判別得点３８である刺激事象ＩＤ３を特定し、解読結果とす
る。解読結果（刺激事象ＩＤ３）を、脳内で意思決定された内容として、提示する。
【００３４】
　前記（４）の工程が、特徴量の分散が最も大きくなる刺激事象のクラス分けを特定して
該クラス分けにおける該刺激事象を前記意思と特定する工程である。
【００３５】
　本発明では、脳活動、特に頭皮上で記録される脳波の種類である事象関連電位に着目し
て、刺激事象の提示に対する脳の反応性を分析する。具体的には、本発明の実施形態は、
刺激事象提示、脳波計測、脳波データ解析、解析結果の提示の要素を含む。刺激事象とし
て、画面に表示する視覚刺激、音声で提示する聴覚刺激、皮膚への振動等による触覚刺激
、ほか味覚や嗅覚刺激が挙げられる。
【００３６】
　図２は、本発明の実施形態における脳波解読装置を説明する図である。本発明の実施形
態で用いる装置は、被験者（以下「ユーザー」ともいう。）用サブモニターと、被験者が
装着する脳波計測用ヘッドギアと、刺激提示制御およびデータ解析用の処理装置（コンピ
ューター等）とを備える。被験者用サブモニターの表示画面に被験者用の刺激事象を提示
する。なお、刺激提示制御およびデータ解析用の処理装置（コンピューター等）と、被験
者用サブモニターと、解読結果を提示する表示画面又は音声等出力装置とを、１つのコン
ピューターで実現できる。
【００３７】
（第１の実施の形態）
　本実施の形態を図１～５を参照して以下説明する。図２のような脳波解読装置を用いて
解読を実施する。
【００３８】
　図３は、本実施の形態における、脳内意思決定解読用認知課題となる複数の刺激事象の
提示と、これに対するユーザーの脳波の反応とを、時間経過と共に模式的に示す図である
。図３に示すように、刺激事象（注意喚起事象、テスト刺激事象ともいう。）、例えば簡
単な絵を１事象（１枚）ずつユーザーに提示する。これを見たユーザーの脳波を計測し、
該脳波をコンピューター等の脳波解析処理装置により解析する。刺激事象は、記号、イラ
スト、絵、写真などである。これはユーザーが脳内意思決定の提示として利用したい内容
により異なる。例えば、図３のように、「飲み物（が飲みたい）」「エアコン（をつけた
い）」「寝返り（をしたい）」「トイレ（をしたい）」等の、ユーザーが希望する介助内
容を表す絵カードの表示画面を用いる。
【００３９】
　教師信号が無い状態での脳波解読が可能な認知課題の詳細を述べる。
【００４０】
　例えば、８種類の絵カードの表示画面を刺激事象として用いる。認知課題が開始される
と、絵カードが順次提示される。各絵カードの１回当たりの提示時間は２５０ミリ秒間と
し、３７５ミリ秒のブランク後、別の絵カードを提示する。絵カード１種類ずつを擬似ラ
ンダムで１度ずつ提示する単位を「ブロック」と呼ぶ。ブロックを複数回繰り返す。同一
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の標的（ユーザーが脳内で設定している事象、ユーザーが脳内で意思決定している事象）
に対する刺激提示の繰り返しを「１ゲーム」と呼ぶ。
【００４１】
　ゲームの開始後、ユーザーは、標的の提示回数を頭の中でカウントする作業を行う。カ
ウント作業は、標的に対する注意を促すためであるが、標的かどうかという観点からユー
ザーの注意が絵カードに対する維持される限り、必ずしもカウントは必要ではない。絵カ
ードを一枚ずつ提示する方法以外にも、全絵カードを画面上に並べて提示し続けたうえで
、何らかの手がかり刺激を用いて一つずつ注意付けを行う場合もある。例えば、瞬間的に
絵カードの輝度を変えたり、言葉やイラストを絵カードに重ねて提示したりする。
【００４２】
　本実施形態では、上述のように、ユーザーは、認知課題遂行中に、標的の提示回数を頭
の中でカウントするが、標的・非標的の設定は自らの脳内でのみ行い、どの刺激が標的で
あるかどうかは実験者（システム側）に知らせる必要は一切無い。それにもかかわらず、
キャリブレーションを行わずとも新規データの解読が可能となる。
【００４３】
　計測により取得した脳波データを、図１ステップ（２）（３）（４）の工程により解析
する。
【００４４】
　実際の実験データを用いて、キャリブレーションを行わずに標的の解読ができることを
次に示す。図４は、標的として想定する刺激を変えた時の、全刺激に対する累積判別得点
の比較を示す図である。例えば、図４では、ＩＤ５の刺激を標的と想定し、それ以外の刺
激を非標的としてクラス分けを行った際の判別モデル式を用いて、各ＩＤの判別得点を算
出してみた。実験では複数のデータを累積した判別得点で比較した。黒丸を結ぶ細線の折
れ線は、ＩＤ５をターゲット（標的）と想定して作成した判別モデル式で算出した、各Ｉ
Ｄの判別得点を、プロットしたものである。その結果、当然のことながら、ＩＤ５の刺激
に対する判別得点は、他のどの刺激に対してもよりも高くなる。一方、同様の解析を、Ｉ
Ｄ２が標的と想定して行ってみると、ＩＤ２の判別得点が、他のどの刺激に対してよりも
はるかに高くなっている。白丸を結ぶ太線の折れ線は、ＩＤ２をターゲット（標的）と想
定して作成した判別モデル式で算出した、各ＩＤの判別得点を、プロットしたものである
。さらに、判別モデル式（ＩＤ２標的想定）で算出した「最大判別得点（判別モデル式（
ＩＤ２標的想定））」の値は、判別モデル式（ＩＤ５標的想定）で算出した「最大判別得
点（判別モデル式（ＩＤ５標的想定））」の値よりも高くなっていることが分かる。
【００４５】
　図５は、各刺激を標的とそれぞれ想定したときの、標的刺激に対する判別得点の比較を
示す図である。全刺激に対して、図４に示したＩＤ２やＩＤ５と同様の解析を行い、標的
と想定した刺激に対する判別得点どうしを比較してみると、やはりＩＤ２を標的として想
定したときに判別得点（図中では縦軸「累積判別得点」）が最大になっている。実際、こ
の脳波データは、ＩＤ－２を標的としてユーザーが設定していたものであった。解読に成
功していたことが、実証された。
【００４６】
（第２の実施形態）
　第１の実施の形態では、判別得点ｙの式として、ｘの種類はチャンネル数（被験者の頭
部の頭皮上の複数の測定箇所における脳波データを得るので、測定箇所の数に応じたチャ
ンネル数）とデータポイント（各刺激後の各時間窓）を掛け合わせた種類（ｎ）が存在す
る例で説明した。教師信号を必要としない解読法は、１ゲーム単位（複数ブロック）で即
時に解読結果を求めることができる一方、判別モデル式の項目数を従来方式のままにする
と、最適化に必要なデータ数が十分得られていない場合もある。そのような場合には、チ
ャンネル平均を求めたり、主成分分析の第１～２主成分を用いたりするなど、次元圧縮を
行うことによってモデル式の項目数、すなわち重みづけの係数の種類を大幅に削減する。
例えば、８種類の刺激（標的１種類と非標的７種類）を１０ブロック間で提示すると８０
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回の刺激提示が行われ、８０セット分のデータ系列が存在する。一方、各１セットのデー
タの構成要素が１チャンネル１５時点ずつの８チャンネル分、つまり計１２０個の電圧値
であるとすると、モデルの項目数に対するデータ数が１倍未満の比率しかないために、モ
デルを作成することが不可能となる。そこで、チャンネル平均を用いることで項目数を８
分の１（１５個）に減らすことができるために、比率も５．３となり、モデルの作成が可
能となる。
【００４７】
　上記実施の形態等で示した例は、発明を理解しやすくするために記載したものであり、
この形態に限定されるものではない。

【図１】 【図２】

【図３】
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